











































































































































同じことは、裁判所についてもいえる。王座裁判所（Court  of King’s
 
Bench）をはじめとするコモン・ロー裁判所は、諸種の大権令状（prerog-


























(５) Holdsworth,W.,A History of English Law, vol. X ,Methen & Co.Ltd.,
1938,pp.251-4.













































と述べている。Blackstone,W.,Commentaries on the Laws of England 1765-

































F. W.,“Trust and Corporation”(1904)in Fisher,H.A.L,ed.,The Collected
 
































(10) Sutton’s Hospital Case(1613)10Co.Rep.1a,23a.































































































(16) First Report of the Commissioners Appointed to Inquire into the Municipal
 
Corporations of England and Wales,1835, in Irish University Press Series of
 
Parliamentary Papers: Government Municipal Corporation 2,1969,p.17,para.
14.
(17) Maitland,“Trust and Corporation”(above n.9),p.397.
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度が実質的に支えていたことを示唆し、さらに付け加えて、改革前の地方



























(19) Webb, Sidney and Beatrice, Statutory Authorities for Special Purposes,
Franc Cass and Co.Ltd.,1963,p.236.

































































(22) Webb,The Manor and the Borough, vol. II,(above n.20),p.704,n.1.































































































(26) Jennings, I. W., “Central Control”, in Laski, Jennings, Robson eds., A
 



















の裁量に基づき、住民の公共の便益やバラの改善（the public benefit of the
 



































（public benefit）であると」（Maitland,F.W.,Township and Borough,Cambrid-



































(28) 例えば、以下のごとき事例がある。Attorney-General v. Aspinall［1837］2
My.& Cr.613;Attorney-General v. Poole Corporation［1838］4My.& Cr.17;
Attorney-General v. Wilson［1840］Cr.& Ph.1;Attorney-General v.Compton
［1840］1Y& CCC417;Attorney-General v.Corporation of Lichfield［1848］11
Beav.120.





























































































































(35) さしあたりの到達点は、1888年地方政府法（Local Government Act 1888(51
& 52Vic.,c.41））および94年同法（56& 57Vic.,c.73）であり、1899年ロンドン




























公共の必要物の供給（the supply of public requisites）という課題とに分けること
ができる」（Second Report of the Royal Sanitary Commission, 1871, in Irish
 































































































































































よりその存在が知られていた「権限 越の法理（doctrine of ultra vires）」
が本格的に運用されるのを待たねばならなかったのである。
とはいえ、19世紀中葉になってこの法理が適用され始めるのは、地方政
(43) Cf.Arthturs,H.W.,“Rethinking Administrative Law:A Slightly Dicey
 









































（Brice,S.,Treatise on the Doctrine of Ultra Vires, 2nd ed.,Stevens& Hynes,
1877,p.xi,p.xiii）。

































































(51) ?合理性」の基準については、さしあたり、Baroness Wenlock v. River Dee
 
Co.(1885)10App.Cas.354を参照。
(52) Robson,W.,The Development of Local Government,George Allen&Unwin
 
Ltd.,1931(revised and enlarge second edition),p.243.
(53) ラフリンは、この点に触れ、「ロブソンの批判の原点にあるのは、われわれが
統治という固有の特徴を法をとおして適切に理解できないことへのある種の不満で
あろう」（Loughlin,Legality and Locality,(above n.7)p.46）と評している。
(54) Cf.Beattie,D.J.,Ultra Vires in its relation to Local Authorities,Solicitors’


































































自らの法人実在説を展開したものとして、“Moral Personality and Legal Person-
ality”(1905),in Fisher,H.A.L,ed.,The Collected Papers of Frederic William
 
Maitland,vol. III,Cambridge University Press,1975（「道徳的人格と法的人格」
森泉章監訳『信託と法人』日本評論社、1989年、所収）がある。
(58) Cf.Finer,H.,Municipal Trading,George Allen & Unwin Ltd.,1941.
(59) Attorney-General v. Fulham Corporation［1921］1Ch.440.
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のなかで、サージャント裁判官（Sargant J.）は、法理の厳格適用を避け
る姿勢を示しつつも、このサービスは洗濯施設の提供を目的とする制定法
の趣旨を明らかに逸脱しているとした上で、次のごとく、受益者たる住民
の範囲に目を向けるのである。
?参事会が行っていることが、単にある種の営業（business）を遂行す
るというだけでなく―それが真の論点であるが―、これらの国会制定法
のもとで参事会が行う資格をもつことがらに副次的に付随することも、
そこから論理的に帰結することもない何かであることは、私には明らか
である。……なるほど、それは収益をあげて遂行されているわけではな
いし、そればかりか、結果として大きな実質的損失をもたらす計画に基
づいて進められていることは、私にもわかってはいるが、この主張は重
要な意味をもたない。〔むしろ〕そのように遂行されてきたがゆえに、
計画運用の成果を手にできる機会は、問題の法律により実際に利益の供
与が意図されたとは思われない階級に対して与えられてきたのである。
……それは、たしかに現在の目的からみて実質的な問題ではないが、自
らは考慮すべき財力をもたないにもかかわらず、その背後に、レイト納
付者がもつ無尽蔵の、あるいはほとんど無尽蔵の財布とあてにするもの
をもつ者たちによって運用されるお気楽なやり方（light-hearted way）
だと考えられるひとつの事例なので
(60)
ある。」
ここでは、このサービスが「大きな実質的損害をもたらす」ほどに安価
な料金で提供されるため、「実際に利益の供与が意図されたとは思われな
い階級」に対し優先的に利益が供与され、逆に、本来供与を受けるべきレ
イト納付者の「財布」が苦しめられるというのである。それは、受託者た
る地方政府が誰を受益者としてサービス提供していくべきかという視角か
ら提起された問題であり、もとより、エクイティ上の信認義務に関わる論
点といえる。制定法上の法人たる地方政府には、権限を常に 越しないこ
(60) Ibid.,at 454.
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とが求められるが、すでに法人実在説に傾きつつあった流れのなかでは、
それとは別に、信託受託者として負うべき義務が、レイト納付者に対する
利益供与という形で課されていくのである。
この時期は、地方政府活動に伴う支出が伸び続ける一方で、それを賄う
収入はレイトと事業収入に頼るしかない状況にあり、同時に、大不況のさ
なかでもあったから、受益者をレイト納付者に限定したことで、こうした
議論も相当な政治的緊張をもたらしたものと推測される。その点は、受託
者を公衆とだけ定めていた1835年法制定直後の裁判例からみれば、大きく
異なっているが、それでも、信認義務が、地方政府に対し受益者に対する
利益供与を確保する責任を確定し、結果として、住民自治的な性格を担保
するために一定の役割を果たしたという構図は、かつてとさほどかわって
はいない。そういう意味で、中世以来のこの観念は、制定法に規定される
新たな法人内部にあって、旧来の体質も含め地域固有の特徴を維持してい
くひとつの媒介になったのではないかと考えるのである。
結びにかえて
きわめておおざっぱではあるが、近代的地方自治制度が形成・展開する
道筋を追いながら、そこに現われた地方政の法的性格がいかに捉えられて
きたかを検証してきた。
あらためてその性格を整理しておけば、次のようになる。
長きにわたり限定された構成員の共同利益を実現する私的な「財産管理
団体」であった都市法人は、産業革命を契機とした支配秩序の揺らぎのな
かで、不特定多数の住民に開かれた公共利益を実現する公的な団体へと変
化した。コモン・ロー上の古い法人理解が急進主義的な政治改革により打
ち破られることで登場したこの都市法人は、「都市を代表する」地域団体
へと成長していくが、それを特徴づける法的性格は、大きく三つに分けら
れる。第一に、国会制定法上の都市法人という性格である。法人格付与の
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主体が国王から国会へと移ることで、都市法人たる地方政府は、常に国会
制定法に服す団体となる。そして、そこで付与された権限の行使は、「権
限 越の法理」をとおして統御されることとなった。この法理の適用によ
り、旧来の法人擬制説は徐々に衰微し、それにかわって法人実在説が登場
したことは、大きな転機であったといえる。第二に、信託受託者としての
法人という性格である。法人とは別に発展した信託は、1835年法をきっか
けに、都市法人の活動を内側から規制する論理として用いられるようにな
った。それは、実在と認識される法人に、受益者たる住民に対する受託者
としての責任を負わせ、住民自治的性格の直接的な導因となっていく。第
三に、「統治団体」としての法人という性格である。ここに登場した地方
政府は、深刻化する社会矛盾に対処するため、治安判事が果たした秩序維
持機能の一部をも引き継ぎ、個人の活動を規制する実質的な法判断権を具
備することとなる。ただ、この国独特の公法の未発達な状況下で、その権
限は十分な形で把握されることはなかった。
近代的地方政府は、このような要素が組み合わさって形作られていたの
である。冒頭にも付したとおり、この制度は、比較的最近にいたるまで、
ほぼそのままの形で維持されてきた。こうした生命力の強さは、むろん
様々に検証される必要があるが、おそらく、その一端は、これら多様な法
的論理が複合的に構成されていたことで、比較的容易に柔軟な対応がとり
えたところに起因するのではないかと考えている。
とはいえ、ここにみたものは、あまりに平板なラフ・スケッチにとどま
っている。この国の地方政府を捉える新たな法的視点を見いだすべく、さ
らに多面的な検討をすすめることを後日の課題として、本稿の分析をひと
まずおくことにしたい。
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